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Ⅰ 経営者セクター ｢衰退化｣ の懸念

1 話題と現実の乖離

欧米では, 女性経営者1)をテーマとする論文・

書籍等の多くは, ｢最も成長著しいセクター｣ と

いう趣旨の書き出しで始まる2)｡ まず, 女性経営

者の相対的地位の拡大が観察され, そのことによっ

てさまざまな問題意識が展開されている｡

わが国も, 新聞や雑誌などを見る限り, 女性経

営者に対する関心は高まっているものの, 関心の

高まりは必ずしも実態を反映しているわけではな

く, 実態とイメージはかなり乖離している3)｡

女性経営者は経営形態別にみると自営業主と法

人の代表者に分かれる｡ わが国で正確に把握でき

るのは自営業主の数であり, 法人の代表者は限ら

れたサンプルを対象とした民間データに頼らざる

をえない｡ まず, 総務省 ｢就業構造基本調査｣ で

女性の自営業主をみると農林業含みで 187 万人で

ある｡ 1982 年の 299 万人をピークに減少を続け

ている｡ 非農林業でみても, 女性のピーク年は

82 年 (253 万人) と, 農林業の産業構造における

ウエートの低下要因を除いても, 女性の自営業主

の減少傾向には変わりはない (図 1)｡

また, 女性の場合, 内職のウエートが高く, そ

の内職の減少が著しい｡ しかし, 内職を除いても

女性の自営業主数は減少傾向にある｡ さらに, 企

業的な経営を行っていると考えられる ｢雇人あり｣

も 92 年がピークであり (37 万人), 2002 年は 97

年に引き続き減少し, 31 万人となっている (図

2)｡ 民間調査機関である帝国データバンクが有す

る約 120 万企業の情報をもとにした調べによると,

女性が社長である法人数は, 98 年は 5 万 8634 社,

99 年は 6 万 593 社, 2000 年は 6 万 2370 社, 2001

年は 6 万 4079 社, そして 2002 年は 6 万 5915 社

と微増の傾向にはあるものの, 自営業主の減少を

相殺するほどの増加にはなっていないので, わが

国の女性経営者は減少傾向にあると言える｡
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昨今, 女性経営者や自己雇用という働き方に注目が集まっているが, わが国の女性自営業

主数は減少を続けており, これは先進国の中で特異な動きである｡ また, 自営業主に ｢な

る｣ 活動である起業活動を見ても, 先進国の中では水準も低く, かつ事業機会活用型の開

業が少なく, ｢食うための｣ 生計手段確立型の開業が多いという特徴が見られる｡ わが国

の中で, 男性と女性を比べたとき, 女性の自営業主は男性よりも多産多死である｡ 生まれ

る割合も高いがやめる割合も高い｡ しかし, これは安易な開業をしているためではなく,

むしろ, ライフサイクルや置かれた環境に応じて, 多様な働き方が可能な自己雇用を積極

的に活かしている側面が強い｡ 仮に女性が雇用者として働くための環境整備が進んだとし

ても, 自己雇用という選択肢の重要性が弱まることはないであろう｡
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自己雇用という働き方の現状と
可能性
暗い ｢今｣ と明るい ｢兆し｣
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(武蔵大学教授)



2 先進国の中での特異性

このような女性自営業主の減少は, 先進諸国の

中では特異な現象である｡ OECD の ｢エンプロ

イメント・アウトルック｣ (2000 年) によると,

1990-97 年にかけて, 女性自営業主が減少した国

は日本と英国だけである｡ しかし, 英国は, 失業

対策を主たる目的とした創業促進政策によって,

79-90 年にかけて 8.9％と増加した反動が大きい4)｡

一方, 日本は 79-90 年の間の増減率は 0.0％であ

り, 英国のような特殊要因はないにもかかわらず,

減少幅が最も大きくなっている｡

また, 起業活動に関する国際比較を目的の一つ

とし, 米国バブソン大学と英国ロンドンビジネス

スクールが中心となって, 1999 年から実施され

ているグローバル・アントレプレナーシップ・モ

ニター (Global Entrepreneurship Monitor) 調査

(以下, GEM 調査) でも, 日本は, 女性経営者の

No. 538/May 200560

図1　女性自営業主数の推移�

農林・内職含み�

農林・内職含み�

農林除き・内職含み�

農林除き・内職含み�

農林含み・内職除き�

農林含み・内職除き�

（単位：千人）�
3500

3000

2500

2000

1500

1000

500

0
1968�
年�
�

1971�
年�
�

1974�
年�
�

1977�
年�
�

1979�
年�
�

1982�
年�
�

1987�
年�
�

1992�
年�
�

1997�
年�
�

2002�
年�
�2684�

1775�

2026�

�

2946�

1986�

2193

2669�

1884�

1989

2775�

2093�

2026�

�

2828�

2294�

1917�

�

2993�

2538�

1946

2800�

2456�

1903

2561�

2313�

1776�

�

2310�

2083�

1761

1873�

1717�

1564�

�資料：総務省「就業構造基本調査」各調査年版。�

�

図2　女性自営業主（雇人あり）数の推移�
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起業パターンに関して先進国の中で, 特異な存在

である｡

GEM 調査とは, 起業活動に同じ定義を適用し

て, 国際間で起業活動水準の比較が実施できるよ

うに設計されているものである｡

1999 年は日本, 米国, そして英国などの 10 カ

国で始められたものが, 6 回めに当たる 2004 年

の調査では 34 カ国の参加を得ている｡ GEM 調

査では, ①起業の準備をしている人, ②創業後

42 カ月未満の企業を経営している人の合計が 18-

64 歳人口 100 人当たり何人いるかを総合起業活

動指数 (Total Entrepreneurial Activity Index：以

下, TEA) と定め, 各国の起業活動の活発さを測っ

ている (図 3)｡

GEM 調査で計算している TEA の水準では,

日本は最下位もしくは最下位付近が指定席となっ

ており, 昨今, 話題の創業活動の不活発さを裏付

ける結果である｡ ちなみに, 2004 年 GEM 調査

では, 日本の TEA は 1.5 であり, 18-64 歳人口

100 人当たり, わずか 1.5 人が起業準備中もしく

は創業後 42 カ月未満の企業を経営していること

になる5)｡ 一方, 最も高い国はペルーの 40.3 であ

り, 米国は 11.3, そして英国は 6.3 という水準

である｡

しかし, 起業活動の水準は高ければ高いほどよ

いものではなく, それぞれの国の環境に応じて適

当な水準があるはずであるという仮説のもとで,

2004 年 GEM 調査では, 参加 34 カ国を, ①低所

得, ②中所得, そして③高所得の三つに分類し

(表 1), さらに起業理由を, ①生計手段確立型

(Necessity Type) と②事業機会活用型 (Opportu-

nity Type) の二つに分けて, この仮説を確認し

ようとした｡ つまり, 低所得国は発展途上段階に

あることから, 適当な勤め先が不足し, 結果とし

て生計手段確立型の起業が増え, 起業活動の水準

自体を押し上げる｡ その後, 所得水準が上昇する

につれて勤務先が増え, また産業構造も規模の経

済が働きやすいものになってくるので, 起業活動

の水準は低下する｡ しかし, さらに所得水準が上

昇すると, サービス経済化によって規模の経済が

利きにくくなるとともに, 高い能力や高度な技術

を活用できる環境が整い, 結果として事業機会活

用型の起業が増え, このことが起業活動水準全体

を引き上げる (表 2)｡

このような仮説のもとで, 縦軸に TEA, 横軸

に 1 人当たり GDP を取り, 各国の状態をプロッ

トし, 放物線を回帰したところ, 所得の上昇とと

もに, TEA はいったん低下するものの, さらに

所得が上がり続けると TEA の水準も高くなると

いう結果が得られた｡

ただし, 高所得グループの中でも, それぞれの

国が置かれている環境は異なることから, 回帰放

論 文 自己雇用という働き方の現状と可能性

日本労働研究雑誌 61

日
本
�

� ス
ロ
ベ
ニ
ア
�

� 香
港
�

� ベ
ル
ギ
ー
�

� ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
�

� ク
ロ
ア
チ
ア
�

� ポ
ル
ト
ガ
ル
�

� イ
タ
リ
ア
�

� ハ
ン
ガ
リ
ー
�

� フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
�

� ド
イ
ツ
�

� オ
ラ
ン
ダ
�

� ス
ペ
イ
ン
�

� デ
ン
マ
ー
ク
�

� 南
ア
フ
リ
カ
�

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
�

� ギ
リ
シ
ア
�

� フ
ラ
ン
ス
�

� 英
国
�

� イ
ス
ラ
エ
ル
�

� ノ
ル
ウ
ェ
ー
�

� ア
イ
ル
ラ
ン
ド
�

� ポ
ー
ラ
ン
ド
�

� カ
ナ
ダ
�

� 米
国
�

� ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
�

� オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
�

� ブ
ラ
ジ
ル
�

� ア
イ
ス
ラ
ン
ド
�

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
�

� ヨ
ル
ダ
ン
�

� エ
ク
ア
ド
ル
�

� ウ
ガ
ン
ダ
�

� ペ
ル
ー
�

1.5�

�

2.6�

�
3

3.5�

�
3.7 3.7 4 4.3 4.3

4.4
4.5

5.1 5.2
5.3

5.4 5.7
5.8

6 6.3 6.6 7 7.7
8.8 8.9

11.3
12.812.8

13.4
13.513.513.6

14.7
18.318.3

27.2

31.6

40.3
45

40

35

30

25

20

15

10

5

0

資料：Zoltan J. Acs et al.（2004）.�

注：この図で示されているTEAは男女合計の数字であるが、女性だけを取り出しても日本は1.2と34ヵ国中で最も低い。�

�

図3　2004年GEM調査参加国の総合起業活動指数（TEA）�

�



物線の上に位置する国 (米国や英国) もあれば,

回帰放物線の下に位置する国 (スウェーデンなど

の北欧 4 国や日本) もある (図 4)｡ その理由の一

つとして, 社会保障制度や雇用の安定性の違いが

考えられ, 日本は北欧 4 国のグループに属してい

るので, 起業活動水準は低いものの, そのことは

働く人たちにとって恵まれた環境によるものであ

ると, 起業活動水準の低さを積極的に解釈するこ

とも可能になる｡

ところが女性に関しては必ずしもそのように喜

んではいられない｡ 女性の起業理由を, 生計手段

確立型と事業機会活用型に分けて, それぞれが起

業理由の何割を占めているのかを見ると, 当初の

仮説に従えば, 高所得国では, 事業機会活用型が

生計手段確立型を上回り, 低所得になるほど, 起

業理由に占める生計手段確立型が増えると予想さ

れる｡ たしかに, 北欧 4 国では, 事業機会活用型

の割合が生計手段確立型の割合を大きく上回って

いる｡ しかしながら, 日本は北欧 4 国と比べても,

また先進国の中でも生計手段確立型の割合が相対

的に高い｡ 北欧 4 国の女性は, 活発に開業をした

りするわけではないが, 起業する場合は, 生計手

段を確立するためではなく, もっと積極的な理由

で行う一方, 日本の女性は, 先進国であるにもか

かわらず, ｢食うために｣ 事業を始める割合が高

いと読むことができる｡ ちなみに, 日本よりも生

計手段確立型の起業割合が高い国は, ブラジル,

ウガンダ, 南アフリカ, ギリシア, ポーランド,

ハンガリー, アルゼンチン, ペルー, ポルトガル,

イスラエル, ドイツ, エクアドルである (図 5)｡

また, 同じ GEM でも, ジェンダーエンパワーメ

ント指数の GEM の順位において, 北欧 4 国は上

位にランクされ, 日本は 30 位前後であり, その

ことが起業パターンに大きく影響している可能性

もある｡

筆者が, 4 年ほど前に, 働く女性の支援機関で

ある ｢女性と仕事の未来館｣ で行っていた, 女性

に対しての開業相談の経験からすると, 自営業主

になって ｢何を｣ 始めるので資金調達などの相談

をしたいという内容よりも, 離婚や職場での居場

所の喪失のため, とにかく自営業主になって ｢何

か｣ を始めたいという相談が多かったと記憶して

いる｡ 生きる手段としての開業が先であり, 業種

や業態は問わないという意味で, まさに生計手段
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表２ 国の発展段階と起業パターンの変化

生計手段確立型の起業 事業機会活用型の起業 起業活動全体

低所得国 活発 不活発 活発

中所得国 不活発 不活発 不活発

高所得国 不活発 活発 活発

表１ 2004 年 GEM調査参加国の１人当たりGDPによる分類

所得水準 国名

低所得国 (1 人当たり GDP１万 US ドル以下) ペルー, ウガンダ, エクアドル, イン

ド, ヨルダン, ブラジル, アルゼンチ

ン, ポーランド, 南アフリカ, クロア

チア, ハンガリー, 中国

中所得国 (1 人当たり GDP１万 US ドル超２万 5000 US ド

ル以下)

ニュージーランド, イスラエル, ギリ

シア, シンガポール, スペイン, スロ

ベニア, ポルトガル, 香港

高所得国 (1 人当たり GDP２万 5000 US ドル超) カナダ, オーストリア, アイスランド,

米国, フランス, ドイツ, オランダ,

ベルギー, 英国, フィンランド, アイ

ルランド, イタリア, 日本, スウェー

デン, デンマーク, ノルウェー

資料出所：図３に同じ｡

注：中国とインドは 2003 年調査の参加国である｡
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図4　1人当たりGDPと総合起業活動指数（TEA）�
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図5　生計手段確立型起業と事業機会活用型起業の割合�
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確立型の経営者予備軍である｡ 新聞や雑誌などに

紹介される華やかな女性経営者の陰に, 生計手段

確立型の経営者も少なからず存在していることは,

経営者としての働き方を考えるときに, 見逃せな

い側面である｡

Ⅱ 自己雇用という働き方

1 多様な少数派

働き方の選択肢の一つとして経営者を考えると,

自営業主や社長を選んでいる人たちは少数派であ

る｡ しかも, 少数派でありながら, その働き方は

多様である｡ そのために, 経営者としての働き方

を外部からイメージの捉えにくいものにしている｡

配偶者の所得に依存した副業的な経営者がいる一

方で, グループ全体では年商 1000 億円近い, テ

ンプスタッフ株式会社の篠原欣子社長までさまざ

まである｡

まず, ストックベースのデータを見ると, 自営

業主を選択している女性は有業者の中の 6.9％に

すぎない｡ 圧倒的に多いのは雇用者であり有業者

全体の 83.5％を占め, そのうち正規の職員・従

業員が全体の 37.6％, パートなどの正規の職員・

従業員以外が 42.2％である｡ 会社などの役員

(有業者の 3.5％) には法人の代表者が含まれてい

る可能性があるものの, 正真正銘の ｢役員｣ も少

なからず含まれているので, この数字 (93 万 8500

人) をもって, 女性社長数と捉えることはできな

い (表 3)｡

ストック数は, ｢前期末残高＋今期増加数－今

期減少数｣ であるから, 自営業主の新規参入予備

軍についても触れておく必要がある｡ どのくらい

の女性が自営業主に ｢なりたい｣ のかを見ると,

これもストック数と同様に割合としては小さい｡

有業者のうちの転職希望者は, ｢平成 14 年就業構

造基本調査｣ では, 337 万 8600 人いるものの,

その中で自営業主を転職後の従業上の地位として

考えている割合は 13 万 6900 人, 転職希望者全体

の 4.1％である｡ 無業者のうちの就職希望者は同

調査で 815 万 4700 人いるが, 自営業主を希望す

る者は 3 万 800 人と, 全体のわずか 0.4％である｡

自営業主がストックとして少ない理由の背景には,

そもそも望まれていないことが大きな理由として

考えられる (表 4)｡

もちろん, 先進国の中で, 自営業主が働き方の

中で多数派である国はない｡ 例えば, 米国の労働

省の統計によれば, 同国の女性自営業主は 1979

年の 174 万人から 2003 年の 383 万人に増加して

いるものの, 労働力人口に占める自営業主割合は,

この間 9.3％から 9.8％に上昇したのみであり,

自営業主が従業上の地位の中で少数派であること

には変わりはない6)｡

次に多様性について確認する｡ 自営業主の所得

分布を見ると, 大きな山が 50 万円未満 (全体の

37.0％) にあり, これに 50 万～100 万円未満の

21.1％を加えると, 6 割近い自営業主の年間所得

は 100 万円未満ということになる｡ パートも 100

万円未満が全体の約 6 割を占めるものの, 大きな

山が 50 万未満ではなく, 50～100 万円未満にあ
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表３ 女性有業者に占める女性自営業主の割合
(単位：人, ％)

人数 全体に占める割合 有業者に占める割合

有業者＋無業者 56,348,200 100.0

有業者 26,975,300 47.9 100.0

自営業主 1,873,400 3.3 6.9

家族従業員 2,528,000 4.5 9.4

雇用者 22,531,300 40.0 83.5

会社などの役員 938,500 1.7 3.5

正規の職員・従業員 10,144,900 18.0 37.6

パートなど 11,447,900 20.3 42.4

資料：総務省 ｢平成 14 年就業構造基本調査｣｡



り, 下位 6 割に限定すると, 所得においては, 自

営業主はパートもしくはそれ以下である｡ しかし,

パートでは, 200 万円以上はわずか 4.8％にすぎ

ないものの, 自営業主は 22.3％と 2 割を超えて

いる｡ 正規の職員・従業員には及ばないものの,

自営業主はパートと比べて高い所得を獲得できる

機会が多い (図 6)｡

このように, 所得が低い可能性も高い可能性も

それなりに存在するのは, 自営業主という働き方

は, 雇用者に比べて幅があるからにほかならない｡

年間就業日数を見ると, 自営業主は 200 日未満が

46.1％ある一方, 250 日以上も 32.4％ある｡ 正規

の職員・従業員は 250 日以上が 43.9％あるもの

の, 200 日未満は 8.5％にとどまっている｡ パー

トは, 正規の職員・従業員の反対であり, 200 日

未満が 45.4％, 250 日以上が 1.6％である (図 7)｡

同様なことは, 週間就業時間にも当てはまり, 自

営業主は 15 時間未満が 10.6％ある一方, 60 時間

以上も 17.0％ある｡ しかし, 正規の職員・従業

員は 60 時間以上が 11.7％であり, またパートは

15 時間未満が 7.8％である｡ 60 時間以上の割合

も 15 時間未満の割合も, 自営業主が最も高く,

自営業主にはさまざまな働き方をしている人が多

いことがうかがえる (図 8)｡

このように, 自営業主はストックベースで見て

も, 数が少なく, また自営業主を希望する割合も

低い｡ さらに, 自営業主の中でもさまざまな働き

方をしており, 雇用者と比べると, 代表的なイメー

ジを描きにくい｡ しかし, それは, 働く人の都合

に合わせて, 働き方を決められるという側面を持っ

ており, 自由度の高さという点を積極的に評価す

ることができる｡

例えば, 子供が小さいときは, 近所の小学生や

中学生を対象に塾を開き, 1 日 2, 3 時間を自営

業主として働き, 子供が学校に上がるころになる

と, 子供の帰宅時間と塾を開催する時間がぶつか

るので, 塾を廃業し, コンピュータの知識を生か

して, プログラミングの仕事を行う｡ この段階で
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図6　女性自営業主の所得分布�
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資料：表3に同じ。�

表４ 転職・就職希望者に占める自営業主希望の割合
(単位：人, ％)

総数 自営業主 内職 正規の職員・従業員 パートなど

有業者のうち転職希望者 (実数) 3,378,600 136,900 41,200 1,806,400 1,394,100

有業者のうち転職希望者 (割合) 100.0 4.1 1.2 53.5 41.3

無業者のうち就職希望者 (実数) 8,154,700 30,800 557,700 1,375,200 6,191,000

無業者のうち就職希望者 (割合) 100.0 0.4 6.8 16.9 75.9

資料：表３に同じ｡

注：転職希望者は第 84 表, 就職希望者は第 94 表による数字である｡



1 日の就業時間は 2,3 時間から 5,6 時間に延びる｡

さらに, 請負で作成したプログラムが好評なので

製品化し, 本格的な企業経営に乗り出し, 1 日 8

時間以上は働く自営業主になっていく｡ このよう

に, 異なった人が多様な働き方をするだけではな

く, 同じ人が時間軸の中で, 異なった働き方をす

るケースも少なからず見られる｡

2 高い開・廃業率

自営業主という選択をする人は, 全体の中では

少数派であるが, その中で男性と女性を比較した

場合, 女性のほうが男性よりも自営業主への参入

は活発である｡ 参入の程度を測る方法は大きく分

けて二つあり, 一つはストックとしての自営業主

数を分母に取り, 新しく生まれた自営業主数を分

子に取る方法である｡ もう一つは, 自営業主は成

人人口の中から誕生すると考え, 分母として有業

者を取ったり, 有業者と無業者の合計を取ったり,

もしくは有業者の転職希望者と無業者の就職希望

者の合計を取ったりし, 分子は同様に新しく生ま

れた自営業主にする方法である｡

前者の方法で計算した自営業主への参入の程度

(開業率) を見ると, 最近 20 年間では一貫して女

性が男性を大きく上回っていることが確認できる

(図 9)｡ 女性は, 10.5％, 11.9％, 8.4％, 9.2％,

そして 8.1％と推移しているのに対して, 男性は,

2.3％, 3.1％, 2.5％, 3.1％, そして 3.1％となっ

ており, 調査年によっては 4 倍以上の差が開いて

いる｡

ちなみに, 開業率の計算は, 例えば ｢平成 14

年就業構造基本調査｣ の第 159 表や第 160 表で,

自営業主を継続就業者, (最近 1 年間の) 転職者,

そして (最近 1 年間の) 新規就業者と分けている

ものを, 転職者と新規就業者の合計を分子に, そ

して継続就業者, 転職者, 新規就業者の合計を分

母に取り, その値を開業率と見なしたものである｡
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図7　自営業主の年間就業日数�
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また, 分子である転職者と新規就業者の構成比

も男性と女性では大きく異なっている｡ 男性はす

べての調査年において, 転職者, つまり有業者の

状態から自営業主になった数が, 新規就業者, つ

まり無業者の状態から自営業主になった数を上回っ

ているのに対して, 女性は, 男性の反対であり,

新規就業者が常に転職者の数を上回っている｡ 例

えば, 平成 14 年の調査を見ると, 男性は転職者

が 12 万 6000 人に対して新規就業者が 6 万 9000

人, 一方女性は転職者が 4 万人に対して新規就業

者が 11 万人である (表 5)｡

この違いの最も大きな原因と考えられるのは,

無業者の数では女性が男性と比べて圧倒的に多い

ことであろう｡ 具体的には主婦からの開業であり,

それは有配偶者の開業になると, 女性と男性の差

がさらに開くことでも確認できる｡

このように, 女性は男性と比べてより活発に自

営業主になっていることがうかがわれるものの,

参入と同様に撤退もより活発と考えられる｡ これ

は, ｢平成 14 年就業構造基本調査｣ の第 116 表に

よって, 前職の従業上の地位別に離職時期を調査

したものから計算した結果によっている｡ この計

算も分母に何を採用するかで離職率 (廃業率) は

変わるものの, 平成 9 年の自営業主総数を採用し

ても平成 14 年の自営業主総数を採用しても, 離

職率 (廃業率) は女性が男性を一貫して上回って

いる (表 6)｡ 例えば, 2001 年 10 月から 2002 年 9

月にかけて, 自営業主をやめた人は, 男性が 14

万 6300 人, 女性が 13 万 5500 人であり, 平成 14

年調査の自営業主数を分母にすると, 男性の離職

率 (廃業率) は 2.4％であるが女性は 7.3％と約 3

倍の水準である｡

3 今後の展望

ストックベースでは減少傾向にあり, 国際的に

みて女性の起業活動の水準は非常に低いという中

での評価ではあるが, 女性は, 男性と比べて自営

業主の世界では ｢多産多死｣ である｡ しかし,

｢多産多死｣ は必ずしも消極的な意味を伴うもの

ではない｡

一般に, 雇用者と自営業主の間には大きな溝が

あり, 簡単に両者の間を行き来することはできな

い｡ あるいはできなかった｡ 製造業を経営すると

なると, 一昔前でも 1000 万円近い初期投資が必

要であったし, 小売業やサービス業で店舗を構え

るにも莫大な初期投資が求められる｡ そのため,

一度, 経営者になると簡単にはやめられない｡ そ

もそも経営者になること自体が一大決心である｡
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図9　自営業主の開業率�
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表５ 新たに自営業主を始める人の経路
(単位：千人, ％)

全体 総数 継続就業者 転職者 新規就業者 開業率

1982 年 9,536 9,072 133 327 4.8

1987 年 8,794 8,590 205 267 5.4

1992 年 8,442 8,072 156 204 4.3

1997 年 7,931 7,531 151 236 4.9

2002 年 6,943 6,598 146 198 5.0

男 総数 継続就業者 転職者 新規就業者 開業率

1982 年 6,543 6,392 85 64 2.3

1987 年 6,207 6,081 126 69 3.1

1992 年 5,881 5,729 100 46 2.5

1997 年 5,621 5,439 97 77 3.1

2002 年 6,207 6,081 126 69 3.1

女 総数 継続就業者 転職者 新規就業者 開業率

1982 年 2,994 2,680 49 264 10.5

1987 年 2,587 2,509 78 231 11.9

1992 年 2,561 2,343 57 158 8.4

1997 年 2,309 2,092 54 159 9.2

2002 年 1,850 1,699 40 110 8.1

資料：表３に同じ｡

表６ 自営業主の離職数 (廃業数) と離職率 (廃業率)
自営業主の離職数 (廃業数) (単位：人)

時期 2001.10-2002.9 2000.10-2001.9 1999.10-2000.9 1998.10-1999.９ 1997.10-1998.9

総数 281,800 241,600 221,800 181,000 211,800

男 146,300 132,900 127,000 106,000 122,300

女 135,500 108,700 94,800 74,900 89,500

自営業主の離職率 (廃業率) (分母を 1997 年の自営業主総数)

時期 2001.10-2002.9 2000.10-2001.９ 1999.10-2000.9 1998.10-1999.9 1997.10-1998.9

総数 3.6 3.0 2.8 2.3 2.7

男 2.6 2.4 2.3 1.9 2.2

女 5.9 4.7 4.1 3.2 3.9

自営業主の離職率 (廃業率) (分母を 2002 年の自営業主総数)

時期 2001.10-2002.9 2000.10-2001.9 1999.10-2000.9 1998.10-1999.9 1997.10-1998.9

総数 4.1 3.5 3.2 2.6 3.1

男 2.4 2.1 2.0 1.7 2.0

女 7.3 5.9 5.1 4.0 4.8

資料：表３に同じ｡

注：第 116 表による数字である｡



しかし, 工業社会から情報社会に移行するなか

で, こうした現象は少しずつ変化している｡ 第 1

には, 初期投資金額が減少したことから, 副業レ

ベルから経営者になることが可能になった｡ ホー

ムページを使った販売業やソフトウエアの開発な

どは, アフターファイブに行うことができる｡ 第

2 には, ランニングコストが下がり, 生産性が上

昇したことから, 損益分岐点売上高が減少した｡

人を雇う必要性が大幅に減少し, 例えば, 従来月

50 万円の収入を必要とした事業が, 月 40 万円で

ペイするようになっている｡ 初期投資が少なくなっ

たり, 人を雇う必要がなくなったりしたというこ

とは, 参入障壁を低くしたのと同時に, 撤退障壁

も低くした｡ 撤退の容易さは参入の容易さにもつ

ながる｡ 第 3 は, 在宅ワークなど, 非専業型の小

規模経営者向きの仕事も増えている｡

そうしたなかで, 近い将来, 雇用者, 学生, 主

婦と経営者をはっきり分けていた境界があいまい

になり, その中間にグレーゾーンのような小規模

経営者層が分厚く形成される可能性がある｡ そし

て, グレーゾーンの構成メンバーの主力が, 女性

の自営業主になる可能性は強い｡

米国の Inc 社と Gallup 社の調査 (1997 年) に

よると, 米国の雇用者の 30％が事業の経験を持

ち, 13％の人が現在も副業として事業を行ってい

る｡ 雇用者と事業者の間を行ったり来たりしてい

る日常がうかがわれる｡ また学生で事業者として

の名刺を持つ人も珍しくない｡ 彼らは学業の合間

にインターネットを活用したマーケティングのコ

ンサルテーションをしたり, 理数系の世界にター

ゲットを定めたヘッドハンティング等をしている｡

ビル・ゲイツが高校生のときからビジネスをして

いたことは有名であるが, 米国では特別な話では

ない｡

筆者が米国で運転免許を取得したときに, 運転

を教えてくれたのは, 半主婦・半経営者の女性で

あった｡ 向こうでは, 教習所といっても, 学科を

教える教室もいらないし, いきなり路上に連れて

いくので, 練習場もいらない｡ 自宅を事務所にし

て, あとは教習用の車さえあれば, 主婦でもやっ

ていける｡

｢多産多死｣ は, 女性にとって自己雇用という

働き方がより身近な働き方であることを示してい

る｡ 簡単にやめられるから簡単に始められるので

あって, 安易に始めて無責任にやめていく現象で

は必ずしもない｡

自営業主になると, 失敗した場合のリスクが伴

い, また自営業主を選択すること自体, 経済社会

の負の側面の反映という側面も否定できない｡ 適

当な勤め先が見つかったり, ある企業でキャリア

を順調に積み上げるだけの機会があったり, また

結婚や子供ができても勤務が継続できるだけの環

境整備があったりしたとすれば, 自分で事業を始

めなかったという女性経営者は少なくない｡

しかし, 仮に女性が雇用者として働くための環

境整備が進んだとしても, 自己雇用という選択肢

の重要性が弱まることはないであろう｡ それは,

雇用者としての働き方では得られない多様性が自

営業主には備わっているからであり, また, 女性

が雇用者として活かされる環境が整備されると,

今度は, 生計手段確立型の起業に代わって, 事業

機会活用型の起業が増えてくると予想されるから

である｡

1) 本稿では, 多くの部分を自営業主を対象として議論を進め

ているが, 女性自営業主と女性社長を合わせて表現するとき

は女性経営者と言ったり, それぞれを別々に表現したりして

いる｡

2) 例えば, Moore and Buttner (1997) は, ｢1975-90 年に

かけて 2 倍に増えた女性企業が女子雇用創出に大きな貢献を

行った｣ という書き出しから始まっている｡

3) ｢女性起業家デフレ日本を救う｣ 『Yomiuri Weekly』 (2001

年 12 月 9 日) では, 日本の女性社長数は約 6 万人, 米国で

は 900 万以上と, 法人だけの日本のデータと法人と自営業主

を足し合わせた米国のデータを比較しているために, 両国の

差が実態より大きくなっている｡

4) 英国では, 1980 年代に開業支援のために企業開設手当制

度 (Enterprise Allowance Scheme) が導入され, 87-88 年

のピーク時には 10 万人以上の失業者が自営業になったとい

われている｡

5) 起業準備中の人と創業後 42 カ月未満の人が同数と仮定し,

GEM 調査の TEA からわが国における 1 年間の誕生企業数

を計算すると, 約 17 万程度となる｡ 一方, 総務省 ｢事業所・

企業統計調査｣ を使った推計値では 1999-2001 年にかけて新

しく誕生した企業数が約 15 万になる｡

6) Fairlie (2004)｡
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